
©日本証券アナリスト協会　2020� 15

１．データ主導の動向と社会変化

⑴　データ主導の背景と現状
　データ主導という言葉が使われ始めたのは

2017年頃であり、GAFAなどの存在感の高まり

に加えて、クラウド利用の一般化、IoTの登場、

電子マネーの普及などが、この流れを決定的なも

のとした。

　情報化社会というコンセプトは1980年代、イ

ンターネットの普及本格化は97年頃であり、デ

ータという言葉だけを取り上げれば、データ主導

という概念は、その頃から始まっていてもおかし

くはない。しかし、今回のデータ主導という言葉

は、これまでのコミュニケーション、エンターテ

インメント分野など、「人to人」での情報化だけ

ではなく、IoTに代表されるモノ、社会のネット

ワーク化と深層学習など、AI分野での新たなブ

レイクスルーによるデータ活用の高度化が、飛躍

的な発展を遂げたことも大きく寄与している。

　データ量の増加という観点では、2012年以降、

世界のデータ量は、年率40％を超える増加率を

維持している。加えてIoTや5Gなど、モノのイン

ターネットの動きは、更にデータ量を増大させる

可能性が高い（図表１）。

　また、AIや解析分野の技術進展、クラウドに

よるデータ蓄積保管の劇的なコスト低減により、
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　IoT、AI、5Gなど大量のデータが、社会、産業のあらゆる分野で収集される傾向がますます強くなる。これま
で金融分野は、情報との親和性を背景にデータに基づく活動では先端分野を走ってきたが、ここにきて、非金融
データと金融の間で事業機会や産業の高度化を目指す動きが本格化している。金融のこれまでの強みと、他産業
が示す新たなモデルとの間で、競争と協調のバランスをいかに取るべきかが問われている。
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